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後期高齢者医療
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歳 入 総 額1

2.2%

公

営

事

業

の

状

況

一 人 当 た り 費 用

32,878

円

ら の 繰 入 額

612,631

円

12,432

被保険者一人当たり

3 保 険 料 調 定 額

保 険 料 調 定 額

一 世 帯 当 た り

世帯

普 通 会 計 か

ら の 繰 入 額

188,989

732,378

1,033,950

千円

1,146,621

16,063

介 護 保 険 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

収 支 額

普 通 会 計 か

国

保

会

計

の

状

況

159,716

11,251

臨 時 職 員

152,136

325,286合 計 491

285,571

千円

7,732

被 保 険 者

△ 48,068

9

630,400

561,600

16,063
職員数

千円

R5.4.1

教 育 長

R5.4.1

R5.4.1

議 会 議 長

議 会 副 議 長

621,000

571,500H23.6.30

540,000

収 支 額

110,923

人

H23.6.30

（13人）

29

19

164,479

円

議 会 議 員

732,378

人

H23.6.30

千円

8,384

23

う ち 消 防 職

教 育 公 務 員

うち技能労務職

29

区 分

市 長

A×B

9,467

150,249

区 分

35

325,214

326,029

323,253

321,454

326,438

349

78

113,784うち一般行政職

25,214

千円

副 市 長

一 般 職 員 等

566,665

462

実 質 単 年 度 収 支

F + G + H - I 　J

職 員 数

特 別 職 等

493,380

一 般 職 員

A

一 人 当 た り

給 料 月 額 B

改定実施

年 月 日

総 給 料 月 額 一 人 当 た り 平 均

給 料 （ 報 酬 ） 月 額

636,300

収 益 事 業 収 入 額 -

積 立 金 取 崩 し 額

I 2,848

154,416

事 務 の 共 同

処 理 の 状 況

千円

6.1 %

積 立 金

G

繰 上 償 還 金

150,000

233,911

H

F

8,805,097

598,584

315,159
積 立 金 残 高

D

実 質 収 支

C - D 　E

単 年 度 収 支

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

-

連結実質赤字比率 -

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率 31.0 %

74,269

△ 197,078

558,907

実 質 収 支 比 率224,946

千円

8,148,127

B

歳 入 歳 出 差 引 額

30,970,532

（　）は単年度

財 政 力 指 数

586,775633,176A - B 　C

29,513,196 千円

16,247,313

(0.678)

0.670

千円

107,901

実 質 赤 字 比 率

令 和 5 年 度

千円

令 和 4 年 度

31,557,307

A

361,829

昭和３５年１０月１日以降の合併状況

25.55
就
業
人
口

2,937

増加率

71,172

67,337

k㎡

65,304

増加率 -3.0

9.0

指 定 団 体 等 の 状 況

国 調

24,223

0.8国 調 25.8

8,516260

0.9 74.6

73.4

H22

指 数 等区 分

8,126

国 調

第 2 次区 分

0.8

24.5

第 3 次

24,749

22.7 76.5

265 7,500

H27

25,260

第 1 次

R2

302

地 区 人 口

市 町 村 名

Ⅱ － ３

種 地

Ⅱ － ８

産 業 構 造

２ ７ ２ ３ ０ ２

人 口 集 中

コ ー ド 番 号

ふ り が な

市 町 村 類 型

5 年 度 交 付 税

種 地 区 分

か た の し

交 野 市

人口密度

大 阪 府

面 積

人

令和５年度　決算状況

人 口

R2

都 道 府
県 名

増加率

H27

75,033

-1.8

76,435

77,686

R6.1.1

R5.1.1

区 分

H22

国 調

77,272

増加率

-1.6 

77,363

住 民 基

本 台 帳

地 方 債 残 高

債 務 負 担 行 為 額

加 入 世 帯 数

被 保 険 者 数

標 準 財 政 規 模

基準財政需要額

（ 錯 誤 額 は 除 く ）

上 水 道 事 業

下 水 道 事 業

国 民 健 康 保 険 事 業

事 業 名

9,245,357

13,630,908

千円

千円

基 準 財 政 収 入 額

（ 錯 誤 額 は 除 く ）

30,146,372

歳 出 総 額

千円

健
全
化
判
断
比
率

26,195,038



千円

　

税 　等 　総 　額

千円

16,375,060 99.255.2

諸 収 入

繰 入 金

繰 越 金

2,404,413

429,944

11,878

282,523

2.0

1,7312.8

0.4

0.3

83,432

15,617,847514,668

2,987,344

19,355,444

千円

4,909,547

1,589,576土 木 費

衛 生 費

労 働 費

農林水産業費

総 務 費

民 生 費

商 工 費

211,408

2,358,593

諸 支 出 金

2,429,103

3,135,239

10.3

公 債 費 3,135,239

6,212,196

2,251,345

災 害 復 旧 費

16,625

86,359

115,765

9.6

0.1

869,838

15,684

856,493

81,759

61,667

45.3

合 計

％

99.5

％

1,155,182

18,768,669100.0

10.1

15.9

5.1

2.8

滞 納
繰 越 分

0.8

0.1

58.5

元利償還金

う ち 職 員 給

人 件 費

区 分

うち一部事務組合

扶 助 費

前年度繰上充用金

30,970,532

特別区調整納付金

経 常 一 般

財 源 K

0.2

110,712

0.3

0.4

103,158

5.1

73,613

1,620,953

％

17.9

10.1

決 算 額

29.5

12.8

千円

955,681

1,311,908

市

税

徴

収

率

うち市町村民税

うち固定資産税

合 計

99.7

区 分
現 年

課 税 分

99.3

99.8

40.5

54.1

円

％

合 計 99.8

156,000

144,000

1.4/100
99.9

都 市 計 画 税

60,000

2,100,000

492,000

480,000

3,600,000

法 人

市

町

村

民

税

法

人

分

192,000

180,000

3,500

対する比率

標準税率に

事 業 所 税

合 計

市

町

村

民

税

100.0

円

1.00

均 等 割

適 用 税 率 の 状 況

10,495,526

所 得 割

3.6

個

人

分

固 定 資 産 税

4,607,119

3.5

3.8

8.5

増 減 率

26.6

投資及び出資金・貸付金

上 記 以 外

0.8

2.9

繰 出 金

2,931,595

市 町 村 た ば こ 税

個 人 分

法 人 分

8.1

2,931,595

消 防 費

構成比

0.0

1,959

362,578

千円 ％

1,708,940

軽 自 動 車 税 1.4

385,644

852,986目 的 税

内

訳

入 湯 税

852,986 8.1

3.7

固 定 資 産 税

7.6

1.8

1.4

2.9

125,375

0.0

43.9

1.0

150,306

4,131,778 39.4

31,557,307 100.0 16,504,125 100.0

地 方 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

交通安全対策交付金

財 産 収 入

都道府県支出金

自動車取得税交付金 

自動車税環境性能割交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

地方特例交付金

手 数 料

国 庫 支 出 金

使 用 料

地 方 交 付 税

普  通    

特  別    

失業対策事業費

災害復旧事業費

う ち 単 独

0.0

1,582,795

7.32,267,589

普通建設事業費

う ち 補 助 4.4

45,686

1,348,800

0.6

補 助 費 等

0.1

前年度繰上充用金

投 資 的 経 費

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

1,620,953

分 担 金 ・ 負 担金

110,712

86,795

104,163

17,448,047

10,129

220,001

小 計

法人事業税交付金 134,823

0.7

公 債 費

維 持 補 修 費

0.0

0.2

0.6

一時借入金9.8

内
訳

9,642,540

139,194

33.3

0.5

0.0

139,194

10,337 10,337

5.1

109,345

6,993,238

1,668

36,652

10,495,526

103,158

73,613

4,387,118

0.4

22.2

0.3

0.9

9.4

0.3

0.0

104,163

4,387,118

10,129

134,823

14.6

0.4

0.3

974,405

2,912,949

0.7

13.9

0.0 1,668

0.1

2,338,749

59

2,536,596

0.0

0.8

4,387,118

36,652

57.5

4.2

87,129

17,824,187

3,135,180

3,972,678

59

10.1

90,531

9.5

0.1

14.72,564,182 14.6

15.2 15.4

2,423,460

15.23,135,180

2,086,911 9.61,583,432

87,129

0.0

56.5

87,129 0.5

14.0

15.4

57.0

3,135,239 2,536,655

性 質 別 歳 出

0.4 小 計

うち人件費

積 立 金26.6

物 件 費

5.7

2,198,866

0.0

2,734,554

10,499,825

3.2

3.1

605,199

13.2

59 0.0

9,409,671

9.5

市町 村名 交 野 市

歳 入

千円

K の 構
区 分 決 算 額

類 型 Ⅱ － ３

％ 千円

構成比
成 比

％

経常一般 経常収支比率
減税債

27.04,800,404 4,449,556

税 等

％

財 源 含む 除く
臨財債

減税債
臨財債

10.43,207,562

9.5

93.8

％

26.7

千円

2,918,782

千円

45,686

5,543,365

(減税補てん債及び臨時財政対策債を除く）

％94.6605,199

9,145,583

3,135,239

0.0

教 育 費

3,187,295

13,861,536

％千円

211,408 0.6議 会 費

44.8

14.2

955,414

税 等

5.8

0.5

3.8

424,243

％

1,131,230

経 常 収 支 比 率

2,330,808

628,018

13.3

633,176

889,766

区 分 決 算 額 区 分
基 準 税 額

559,242

×100／75 収 入 済 額

合 計

3.1 148,133

寄 附 金

特 別 土 地 保 有 税

5.4

％

3.2

4,612,234

目 的 別 歳 出

超過課税分

市 町 村 税

対前年度

地 方 債

決 算 額

市 町 村

民 税

4,012,071

構成比

構成比

8.4/100

30,970,532合 計 100.0 18,768,669

369,473

税 割

均

等

割

9,320,778

千円千円

4,538,752

252,349

83,432

経 常 経 費 充 当 一 般 財 源

955,681

3.8


